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規 則 
 

 亀岡市文書取扱規則等の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

   令和７年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１号 

 

亀岡市文書取扱規則等の一部を改

正する規則 

 

 （亀岡市文書取扱規則の一部改正） 

第１条 亀岡市文書取扱規則（平成１３年亀岡

市規則第２７号）の一部を次のように改正す

る。 

 第４２条の２第２項中「施行文書に」を削

り、同項に次のただし書を加える。 

 ただし、契約事務に係る電磁的記録を用

いた電子署名については、この限りでない。 

 （亀岡市財務規則の一部改正） 

第２条 亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規

則第１号）の一部を次のように改正する。 

 第１１１条第１項中「をいう」の次に  

「。以下同じ」を加える。 

 第１１９条に次の１項を加える。 

４ 第１項（前項において準用する場合を含

む。）に規定する契約書については、当該

契約書に記載すべき事項を記録した電磁的

記録の作成をもってこれに代えることがで

きる。この場合において、当該電磁的記録

は、当該契約書とみなす。 

 第１２１条第２項中「準ずる書類」の次に

「（次項において「請書等」という。）」を

加え、同条に次の１項を加える。 
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３ 前項に規定する請書等については、当該

請書等に記載すべき事項を記録した電磁的

記録の作成をもってこれに代えることがで

きる。この場合において、当該電磁的記録

は、当該請書等とみなす。 

 第１２８条第３項中「替える」を「代え

る」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 第１項に規定する仮契約書については、

当該仮契約書に記載すべき事項を記録した

電磁的記録の作成をもってこれに代えるこ

とができる。この場合において、当該電磁

的記録は、当該仮契約書とみなす。 

（亀岡市湯の花温泉供給条例施行規則の一部

改正） 

第３条 亀岡市湯の花温泉供給条例施行規則

（平成１９年亀岡市規則第２５号）の一部を

次のように改正する。 

 第４条中「亀岡市湯の花温泉の供給に関す

る契約書（別記第３号様式）」を「契約書」

に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 前項に規定する契約書については、当該

契約書に記載すべき事項を記録した電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをい

う。）の作成をもってこれに代えることが

できる。この場合において、当該電磁的記

録は、当該契約書とみなす。 

 別記第３号様式を次のように改める。 

別記第３号様式 削除 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 亀岡市が設置する幼保連携型認定こども園に

係る亀岡市教育委員会の意見聴取に関する規則

をここに公布する。 

 

   令和７年１月６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第２号 

 

亀岡市が設置する幼保連携型認定

こども園に係る亀岡市教育委員会

の意見聴取に関する規則 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）第２７条第１項

の規定により、市が設置する幼保連携型認定こ

ども園に関する事務のうち亀岡市教育委員会の

意見を聴かなければならないものは、次のとお

りとする。 

⑴ 幼保連携型認定こども園における教育課

程に関する基本的事項の策定に関すること。 

⑵ 幼保連携型認定こども園の設置、廃止又

は休止に関すること。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和７年１月３０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３号 

 

亀岡市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市介護保険条例施行規則（平成１２年亀岡市規則第３７号）の一部を次のように改正する。 

 

         「         「 

 別記第５号様式中         を         に改め、 

                 」         」 

「（医療保険被保険者証の写しを添付）」を削り、「同意します」の次に「。また、更新申請にお

いて、申請日から３０日を超える場合でも、有効期間内に要介護・要支援認定が行われるときは、

延期通知を省略することに同意します」を加える。 

         「         「 

 別記第６号様式中         を         に改め、 

                 」         」 

「（医療保険被保険者証の写しを添付）」を削る。 

         「         「 

 別記第７号様式中         を         に改める。 

                 」         」 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式による用紙については、当分の間、

これを取り繕って使用することができる。 

 

「掲示済」 

 

被保険者証 
被 保 険 者 
記号・番号 

被保険者証 
被 保 険 者 
記号・番号 

被保険者証 
被 保 険 者 
記号・番号 
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告 示 
 

 亀岡市告示第１号 

 

 ふるさと亀岡自治活動応援交付金交付要綱

（平成３０年亀岡市告示第１５７号）の一部を

次のように改正する。 

 

   令和７年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第３条中「１０分の７」を「１０分の８」に、

「第４条」を「次条」に改める。 

 第５条第２号中「第４条」を「前条」に改め

る。 

 第１３条中「第１２条」を「前条」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、令和６年

１月１日以降に寄附され、令和７年度以降に自

治会に対して交付する交付金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２号 

 

 ふるさと亀岡まちづくり応援交付金交付要綱

（令和４年亀岡市告示第４４号）の一部を次の

ように改正する。 

 

   令和７年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 第２条第１号中「第３条」を「次条」に改め

る。 

 第５条中「１０分の７」を「１０分の８」に

改める。 

 第１０条中「あたり」を「当たり」に改める。 

 第１５条第２項を次のように改める。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったと

きは、その内容を審査の上、その承認の可否

を決定し、ふるさと亀岡まちづくり応援交付

金事業変更（中止）承認（不承認）決定通知

書（別記第９号様式）により当該交付決定団

体に通知するものとする。 

 第１５条第３項を削る。 

 第１６条中「交付団体」を「交付決定団体」

に、「第１６条第１項」を「前条第２項」に改

める。 

 第１７条及び第１９条第２項中「交付団体」

を「交付決定団体」に改める。 

 別記第９号様式を次のように改める。 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、令和６年１月１日以降に寄附され、令和７年度以降に交付す

る交付金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 

第９号様式（第１５条関係） 

 

                               第     号 

                               年  月  日 

 

            様 

 

 

                         亀 岡 市 長  □印 

 

 

 

ふるさと亀岡まちづくり応援交付金事業変更（中止）

承認（不承認）決定通知書 

 

     年  月  日付けで変更（中止）申請があったふるさと亀岡まちづくり

応援交付金事業について、ふるさと亀岡まちづくり応援交付金交付要綱第１５条の規

定により下記のとおり決定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

 

□ 承認 

 

   変更後交付決定額              円 

   （条件） 

 

□ 不承認 

   （理由） 
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 亀岡市告示第３号 

 

 ふるさと亀岡の歴史文化遺産を守る支援補助

金交付要綱（令和元年亀岡市告示第１２７号）

の一部を次のように改正する。 

 

   令和７年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第５条中「１０分の７」を「１０分の８」に

改める。 

 第１４条の見出し及び第１５条中「交付金」

を「補助金」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、令和６年

１月１日以降に受けた寄附金について適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４号 

 

 亀岡市盲導犬が育つまち応援交付金交付要綱

（令和２年亀岡市告示第２０５号）の一部を次

のように改正する。 

 

   令和７年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第３条中「１０分の７」を「１０分の８」に

改める。 

 第５条第２号中「第４条」を「前条」に改め

る。 

 第１３条中「第１２条」を「前条」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、令和６年

１月１日以降に寄附され、令和７年度以降に交

付する交付金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第５号 

 

 亀岡市電子契約実施要綱を次のように定める。 

 

   令和７年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市電子契約実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、亀岡市が行う電子契約に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ サービス提供事業者 電子契約サービス

を提供する事業者をいう。 

⑵ 電子署名 電子署名及び認証業務に関す

る法律（平成１２年法律第１０２号）第２

条第１項に規定する電子署名をいう。 

⑶ 電子契約サービス サービス提供事業者

が市及び契約相手方の指示を受けてサービ

ス提供事業者自身の署名鍵による電子署名

を行う事業者署名型電子契約サービスをい
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う。 

⑷ 電子契約書 法令に定める措置を講じた

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができ

ない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により作成する契約書（変更契約

書、請書、協定書及び覚書等の契約書類を

含む。以下同じ。）をいう。 

⑸ 電子契約 電子契約書を用いて行う契約

をいう。 

⑹ アカウント 電子契約サービスに接続す

るための権利をいう。 

⑺ パスワード 電子契約サービスに接続す

るために必要となる暗証番号をいう。 

⑻ 承認者 契約相手方に契約書を送信する

際、当該契約書が決裁を得たものと相違な

いことを確認し、電子契約サービスによる

電子署名の付与を承認する者をいう。 

⑼ 担当者 契約事務を担当する職員をいう。 

 （電子契約の利用範囲） 

第３条 電子契約サービスは、市が締結する電

子契約に利用できるものとする。ただし、書

面で行うことが他の法令等において定められ

ている契約又は電子契約によることが適当で

ないと認められる契約を締結する場合は、こ

の限りでない。 

 （承認者の設置） 

第４条 各課等に承認者を置き、所属長（亀岡

市事務分掌規則（平成１２年亀岡市規則第２

号）第２条に規定する課の長及びこれに相当

する職にある者をいう。以下同じ。）をもっ

て充てる。承認者が不在のときは、亀岡市事

務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令第２号）

の代決規定の例により処理するものとする。 

 （電子契約サービス運用管理者） 

第５条 電子契約サービスの運用及び管理をす

るため、電子契約 サービス運用管理者（以

下「管理者」という。）を置き、契約検査課

長をもって充てる。 

２ 管理者は、次に掲げる職務を行うものとす

る。 

⑴ 電子契約サービスの利用可能な状態の維

持 

⑵ 電子契約サービスの安全性及び信頼性の

確保 

⑶ 電子契約サービスの効率的な運用及び適

正な管理 

⑷ その他電子契約サービスの適正な運用を

図るために必要な事項 

 （アカウント等の取扱い） 

第６条 アカウントは、管理者が設定し、各所

属長に付与する。 

２ アカウントの変更は、管理者が原則的に行

うものとする。 

３ パスワードの設定及び変更は、各所属長が

行うものとする。 

４ アカウントの取扱いは、各所属長及び担当

者がこれを適正に行わなければならない。 

５ 所属長は、パスワードを所属外の者に知ら

れないように厳重に管理しなければならない。 

 （事故報告） 

第７条 所属長はパスワードの漏えい等の事故

があったときは、直ちにその旨を管理者に報

告しなければならない。 

 （利用方法） 

第８条 担当者は、契約相手方からの電子契約

利用申出書の提出により、当該契約相手方に

電子契約サービスを利用した契約締結の意思

があることを確認するものとする。 

２ 契約相手方に電子契約書を送信するときは、

承認者を経由しなければならない。 

 （電子契約書の保存等） 

第９条 電子契約書データは、市長が定める方

法により、適切に保存し、及び管理しなけれ

ばならない。 
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 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、電子

契約に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第６号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部税務課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば

交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和７年１月８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和６年度 市民税・府民税・森林環境税 

税額変更通知書 

２ 送達を受けるべき者 

 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

「掲示済」 

 亀岡市告示第７号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）第１１２条におい

て準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和７年１月１０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和６年度 

後期高齢者医療保険料督促状第５期分 

２ 送達を受けるべき者 

№ 住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第８号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市健康福祉部高齢福祉課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 
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 ここに、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

 

   令和７年１月１０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和６年度介護保険料督促状 第６期分 

２ 送達を受けるべき者 

 
住 所 氏 名 

1 省略 省略 

2 省略 省略 

3 省略 省略 

4 省略 省略 

5 省略 省略 

6 省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第９号 

 

 亀岡市通話録音装置の設置及び運用に関する

要綱を次のように定める。 

 

   令和７年１月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市通話録音装置の設置及び運

用に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公正かつ適正な職務の執

行を確保し、職員への不当な圧力の排除及び

犯罪を防止することを目的として庁舎等に設

置する通話録音装置及び通話録音データの適

正な管理及び運用に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 職員 地方公務員法（昭和２５年法律第

２６１号）第３条第２項に規定する一般職

の職員並びに同条第３項に規定する特別職

の職員のうち市長、副市長、病院事業管理

者及び教育長をいう。 

⑵ 庁舎等 市の事業又は事業の用に供する

建物及びこれに附属する建物をいう。 

⑶ 通話録音装置 電話機での通話内容を録

音し、又は記録する装置をいう。 

⑷ 通話録音データ 通話録音装置により録

音し、又は記録された音声等をいう。 

⑸ 電磁的記録媒体 電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録を保存する

ための媒体をいう。 

⑹ クラウドサーバー 通話録音装置により

録音した音声を一時保存するクラウド上の

サーバーをいう。 

（管理責任者等の設置） 

第３条 通話録音装置の適正な管理及び運用を

図るため、通話録音装置管理責任者（以下

「管理責任者」という。）を置くものとし、

通話録音装置が設置されている所管課等の長

をもって充てる。 
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２ 管理責任者に事故があるとき又は管理責任

者が欠けたときは、管理責任者があらかじめ

指名する者がその職務を代行する。 

３ 管理責任者は、通話録音装置の適正な管理

及び運用に関する事務を行うに当たり必要が

あると認めるときは、通話録音装置管理取扱

者（以下「管理取扱者」という。）を置くこ

とができる。 

４ 管理責任者及び管理取扱者は、通話録音 

データの漏えい、滅失又は毀損の防止その他

当該通話録音データの適正な管理のために必

要な措置を講じなければならない。 

（職員の責務） 

第４条 職務上、通話録音装置により情報を知

り得る職員は、この要綱の規定を遵守し、通

話録音装置及び通話録音データの適正な運用

に努めなければならない。 

２ 職員は、通話録音装置により知り得た情報

を第三者に知らせ、又は職務以外の目的に使

用してはならない。その職を退いた後も、同

様とする。 

（通話録音装置の設置等の公表） 

第５条 通話録音装置を設置したときは、その

設置及び利用目的について、市のホームペー

ジ等により公表するものとする。 

（通話録音データの保存） 

第６条 通話録音データの保存期間は、当該 

データを保存する電磁的記録媒体又はクラウ

ドサーバーの記録容量の範囲で当該機器によ

り自動更新されるまでとする。ただし、管理

責任者が必要と認める場合は、この限りでな

い。 

２ 通話録音データは、記録したときの状態で

保存し、編集及び加工をしてはならない。 

（通話録音データの提供等） 

第７条 通話録音データは、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、複製し、又は外部

に提供してはならない。 

⑴ 個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号。以下「法」という。）第

６９条第２項各号のいずれかに該当すると

亀岡市個人情報保護法施行条例（令和４年

亀岡市条例第２６号。以下「法施行条例」

という。）第２条第２項に規定する機関が

認める場合 

⑵ 亀岡市議会個人情報保護条例（令和４年

亀岡市条例第３２号）第１２条第２項各号

のいずれかに該当すると議長が認める場合 

⑶ 前各号に掲げる場合のほか、実施機関

（法施行条例第２条第２項に規定する機関

又は議長をいう。以下同じ。）が特に必要

と認める場合 

２ 前項各号のいずれかに該当し、通話録音 

データ又は複製データ（以下「通話録音デー

タ等」という。）の提供を希望する者（以下

「申請者」という。）は、亀岡市通話録音 

データ等提供申請書（別記第１号様式）を実

施機関に提出しなければならない。 

３ 実施機関は、前項の申請があったときは、

提供の可否を決定し、亀岡市通話録音データ

等提供決定通知書（別記第２号様式）又は亀

岡市通話録音データ等不提供決定通知書（別

記第３号様式）により、申請者に通知するも

のとする。 

４ 実施機関は、第１項の規定による通話録音

データ等の提供に当たっては、必要かつ適切

な範囲に限ることとし、当該提供を受ける者

に対し、次に掲げる事項について遵守を求め

るものとする。 

⑴ 通話録音データ等を適正に管理すること。 

⑵ 提供を受けた目的以外の目的での利用及

び第三者への無断提供をしないこと。 

⑶ 提供を求めた目的を達成したとき、又は

当該目的が達成されないことが判明したと

きは、速やかに当該通話録音データ等を返

却又は消去若しくは破砕すること。 
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５ 管理責任者は、第１項の規定により通話録

音データ等を提供したときは、提供年月日、

提供先、提供理由、提供した通話録音データ

等の記録日時及び内容等必要事項を亀岡市通

話録音データ等提供記録簿（別記第４号様

式）に記録するものとする。 

（個人情報の取扱い） 

第８条 通話録音データに含まれる個人情報の

取扱いについては、この要綱に定めるものの

ほか、法、法施行条例及び亀岡市個人情報保

護法施行細則（令和５年亀岡市規則第９号）

並びに亀岡市議会個人情報保護条例の規定に

よるものとする。 

（苦情の処理） 

第９条 管理責任者は、通話録音装置の設置及

び運用に関する苦情があったときは、迅速か

つ適切に対応するものとする。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、通話

録音装置の設置及び運用に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

【別記様式 省略】 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１０号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和７年１月１４日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住  所 氏  名 

1 
更正・決定
通知書 

令和6年度 国民健康保険料 省略 省略 

2 
更正・決定
通知書 

令和6年度 国民健康保険料 省略 省略 

3 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

4 
更正・決定
通知書 

令和6年度 国民健康保険料 省略 省略 

5 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

6 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

7 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

12 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

15 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

16 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 
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17 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

18 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

19 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

20 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

21 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

22 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

23 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

24 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

25 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

26 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

27 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

28 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

29 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

30 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

31 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

32 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

33 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

34 督促状 
令和6年度 
第6期 

国民健康保険料 省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２６０条の２第１項の地縁による団体の認可を

したので、同条第１０項の規定により告示する。 

 

   令和７年１月１５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

認可を行った地縁による団体 

１ 名称  千代川町明晴区 

２ 規約に定める目的 

 次に掲げる地域的な共同活動を行うことに

より、会員相互の扶助と融和、親睦を図り、

環境保全及び防災意識を高めるとともに、福

祉の増進と地域住民の生活向上に寄与するこ

とを目的とする。 

⑴ 回覧板の回付等区域内の住民相互の連絡 

⑵ 美化・清掃等区域内の環境の整備 

⑶ 集会施設等の維持管理 

⑷ 防災対策、福祉活動 

⑸ その他目的達成に必要な事業 

３ 区域 

亀岡市千代川町明晴１丁目から６丁目まで

の区域とする。 

４ 主たる事務所 

  亀岡市千代川町明晴４丁目２番地３ 

５ 代表者の氏名及び住所 

  氏 名  髙橋 勇輝 

  住 所  省略 

６ 裁判所による代表者の職務執行の停止の有

無及び職務代行者の選任の有無 

  無 

７ 代理人の有無 

  無 

８ 規約に定める解散の事由 

 地方自治法第２６０条の２０の規定により

解散する。 

９ 認可年月日  令和７年１月１５日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１２号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在不明又は外国においてすべき送達が困難であるため、亀

岡市市民生活部税務課において保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和７年１月２４日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 
送達する書類 

送達を受けるべき者 

住  所 氏  名 

1 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

2 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

3 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

4 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

5 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

6 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

7 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

8 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

9 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

10 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

11 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

12 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

13 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

14 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

15 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

16 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

17 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 
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18 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

19 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

20 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

21 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

22 
令和6年度 督促状 
市府民税 第3期 

省略 省略 

23 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

24 
令和6年度 督促状 
市府民税 第4期 

省略 省略 

25 
令和6年度 督促状 
固定資産税 第4期 

省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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訓 令 
 

 亀岡市訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市職員等の公益通報に関する要綱の一部

を改正する訓令を次のように定める。 

 

   令和７年１月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市職員等の公益通報に関する

要綱の一部を改正する訓令 

 

 亀岡市職員等の公益通報に関する要綱（平成

２５年亀岡市訓令第６号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第２条第２号に次のように加える。 

エ 公益通報の日前１年以内にアからウま

でに規定する者であったもの 

 

   附 則 

 

 この訓令は、令和７年１月１日から施行する。 

 

公 告 
 

 亀岡市公告第１号 

 

 亀岡農業振興地域整備計画について、農業振

興地域の整備に関する法律施行令（昭和４４年

政令第２５４号）第１０条の規定に該当する軽

微な変更をしたので、農業振興地域の整備に関

する法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条

第４項で準用する同法第１２条の規定により公

告し、当該変更後の計画書を次により縦覧に供

する。 

 

   令和７年１月６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 令和７年１月６日以後、常時備え置くこ

ととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第２号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、現場の週休２日を確保できるよう工事

を実施する「週休２日制促進工事（発注者指定方式）」の対象である。 

 また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和７年１月７日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  区第2号 

⑵ 工  事  名  市道高野林12号線他道路改良工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市千代川町明晴二丁目 地内ほか 

⑷ 工 事 種 別  土木一式工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長 Ｌ＝75ｍ、Ｗ＝6.0ｍ 

          道路土工                  1式 

          擁壁工 重力式擁壁             Ⅴ＝110㎥ 

          石・ブロック積工 コンクリートブロック積  Ａ＝6㎡ 

          カルバート工 プレキャストボックス     Ｌ＝14ｍ 

          排水構造物工 暗渠排水管          Ｌ＝12ｍ 

                 現場打ち街渠桝        Ｎ＝3箇所 

                 現場打ち集水桝        Ｎ＝1箇所 

⑹ 工 期  契約日の翌日から令和7年3月31日まで 

⑺ 部 分 払  無 

⑻ 前 金 払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑼ 中間 前金 払   請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払金

の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により工

期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係る

作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負代

金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された場

合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内 保証事業会社

の保証が必要） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契 約 保 証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者
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が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「土木一式工事」の「Ａ1等級」に認

定された者のうち、希望順位1位で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参

加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事（土木一式工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和5年4月1日以降に発注した土木一式工事（Ａ1等級

対象工事）の競争入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるもの

をいう。ただし、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札

したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の土木一式工事

（Ａ1等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格

を失う。） 

⑷ 受注金額が1億円を超える場合は、入札に参加することができない。 

（※受注金額は、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した土木一式工事、建築一式工

事及び水道施設工事における受注総計額とする。また、公告日から開札日までの間に、受注金

額が1億円を超える場合は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。ただ

し、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるもの、亀岡市長以外と契約した工事や契約変更の増

減額は対象外とする。） 

⑸ 受注件数が1件ある場合は、入札に参加することができない。 

（※受注件数とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した土木一式工事（Ａ1等級対

象工事）で受注した件数をいう。また、公告日から開札日までの間に、他の土木一式工事（Ａ

1等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失

う。ただし、災害復旧工事、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札した

ものは受注件数に含まない。） 

⑹ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑺ 入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 
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※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載

がなく、下請総額が4,500万円（建築一式は7,000万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。ただし、請負金額が4,000万円（建築一式

工事の場合は8,000万円）未満の場合は、監理技術者等を非専任で配置することができる。 

 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和7年1月7日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和7年1月7日（火） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

令和7年1月16日（木） 

午前9時から午後5時まで 

令和7年1月17日（金） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和7年1月20日（月） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和7年1月15日（水）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和7年1月20日（月）午後3時まで 

共通事項5-1のとお

り 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和7年1月22日（水） 

午後5時まで 

共通事項5-1のとお

り 
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入札期間 令和7年1月27日（月） 

午前9時から午後5時まで 

令和7年1月28日（火） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

予定価格の公表 令和7年1月28日（火）午後4時以降 入札情報公開システ

ムによる 

予定価格に関する質問の

受付 

予定価格の公表をしたときから 

令和7年1月30日（木）正午まで 

共通事項5-2のとお

り 

予定価格に関する質問へ

の回答 

令和7年1月31日（金）まで 共通事項5-2のとお

り 

 【予定価格に関する質

問がないとき】 

【予定価格に関する質

問があるとき】 

 

開札日時 令和7年1月31日（金）

午前10時 

令和7年2月3日（月）

午前10時 

電子入札システムに

よる 

再度入札を行う場合の入

札期間 

令和7年2月3日（月）

午前9時から午後3時ま

で 

令和7年2月4日（火）

午前9時から午後3時ま

で 

共通事項6のとおり 

再度入札の開札日時 令和7年2月3日（月）

午後3時以降 

令和7年2月4日（火）

午後3時以降 

電子入札システムに

よる 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 入札2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより
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送信が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札

書受付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）

予備日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ 「週休2日制促進工事（発注者指定方式）」の詳細については、亀岡市週休2日制促進工事実

施要領等（亀岡市ホームページ掲載）によるものとする。 

⑸ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第３号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和７年１月１５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  水配替第14号 

⑵ 工 事 名  亀岡中部農地整備事業（余部・安町工区）に伴う配水管移設工事（その1） 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市余部町地内 

⑷ 工 事 種 別  水道施設工事 

⑸ 工 事 概 要  配水管布設工 

           HPPEφ50     Ｌ＝109.1ｍ 

           HIVPφ50     Ｌ＝4.0ｍ 

⑹ 予定価格（税込）  2,244,000円 

          【入札書比較価格（税抜）2,040,000円】 

⑺ 工 期  契約日の翌日から120日間 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  無 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金  免除 
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⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和6年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「水道施設工事」の「Ｃ等級」に認

定された者のうち、希望順位3位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入

札参加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵ 「亀岡市水道施設等の事故に関する協定」を締結していること。 

⑶ 建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑷ 「特記仕様書 3.配水管技能者の資格」に記載されている資格を有している者を現場代理人、

主任技術者等のいずれかに配置すること。 

⑸ 手持ち工事（水道施設工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した水道施設工事（Ｃ等級

対象工事）の競争入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるもの

をいう。ただし、災害対象案件、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札

したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の水道施設工事

（Ｃ等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を

失う。） 

⑹ 受注金額が1億円を超える場合は、入札に参加することができない。 

（※受注金額は、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した土木一式工事、建築一式工

事及び水道施設工事における受注総計額とする。また、公告日から開札日までの間に、受注金

額が1億円を超える場合は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。ただ

し、災害対象案件、随意契約、ＪＶによるもの、亀岡市長以外と契約予定で落札したものや契

約変更の増減額は対象外とする。） 

⑺ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑻ 入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 （別紙様式1） 

⑵ 配置予定技術者調書 （別紙様式2） 

※ 入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 

 配置予定技術者調書に記載された現場代理人及び監理技術者（入札参加要件に特別な記載

がなく、下請総額が4,500万円（建築一式は7,000万円）未満の場合は主任技術者）は、契約

工期中、当該工事に専任できるものとし、他工事の現場代理人、監理技術者、主任技術者、

営業所の専任技術者等、重複の配置は認めない。ただし、請負金額が4,000万円（建築一式

工事の場合は8,000万円）未満の場合は、監理技術者等を非専任で配置することができる。 
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 なお、平成26年3月1日以降、主任技術者に限り、工事の対象となる工作物に一体性若しく

は連続性が認められる工事又は施工にあたり相互に調整を要する工事で、かつ、工事現場の

相互の間隔が10㎞程度の近接した場所において同一の建設業者が施工する場合には、これら

の工事について兼任することができる。 

 また、配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載するこ

と。（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用

関係があることをいう。） 

⑶ 配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※ 配置予定技術者調書に記載した資格・免許等に関するものを添付すること。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書

等の配布期間 

令和7年1月15日（水） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和7年1月15日（水） 

午後3時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

 

令和7年1月21日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和7年1月22日（水） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和7年1月23日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知 

共通事項3のとおり 

質疑の受付 

 

 

申請書等に関する質問 

令和7年1月20日（月） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和7年1月23日（木） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 

 

 

 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和7年1月24日（金） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 

 

 

令和7年1月28日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和7年1月29日（水） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

 

開札日時 令和7年1月30日（木） 

午前11時 

電子入札システムに

よる 
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（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市 総務部 契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第４号 

 

 一般競争入札を執行するので、次のとおり公告する。 

 

   令和７年１月２０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

入札事項 
亀岡市公有地の売却（元保津８区農機具保管庫及び珠算教室の跡地） 

売却する物件：亀岡市保津町上火無２８番４２ 宅地 ７５４．３６㎡（実測） 

入札日時及び

入札場所 

令和７年３月２１日（金曜日） 

入札：午前１０時から午前１０時４０分まで 開札：午前１１時から 

場所：亀岡市役所４階入札室 

入札参加資格 

日本国内に居住している者。ただし、次のアからオまでに該当する者は参加でき

ない。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定

する者 

イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当し３年を経過

しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使

用する者 

ウ 亀岡市暴力団排除条例（平成２４年亀岡市条例第２４号）第２条第１号に規

定する暴力団及び同条第４号に規定する暴力団員等並びにこれらの者の依頼を

受けて市有地等の売買契約をしようとする者 

エ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３に規定する者 

オ 亀岡市税に滞納がある者 

参加申込み この入札に参加を希望する場合は、事前の申込みを必要とする。 

参加申込受付

期間及び場所 

参加申込みは、次の期間内に亀岡市役所１階財産管理課（１４番窓口）にて受け

付ける。 

令和７年１月２７日（月曜日）から令和７年２月１９日（水曜日）まで（土曜

日、日曜日及び祝日を除く。） 

受付時間：午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

実施要領及び

入札参加申込

書等の配布 

「亀岡市公有地の売却について（亀岡市保津町上火無２８番４２）：実施要領 

【令和７年３月２１日入札実施】」として、令和７年１月２０日（月曜日）から

亀岡市ホームページにて配布する。入手できない場合は亀岡市財産管理課に問い

合わせること。 
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予定価格（最

低売却価格）

の有無 

予定価格（最低売却価格）を次のとおり設定する。 

８，０００，０００円 

土地の利用及

び留意事項 

入札する物件は、次の土地利用条件等が付される。 

ア 本物件は市街化調整区域内にあるが、自己用住宅などの指定用途の建築物の

立地（開発・建築許可）を可能とする「既存集落まちづくり区域指定制度」の

指定区域であるため、自己用住宅などの建築が検討できる土地。当該地での建

築に係る計画や申請などに際しては、必ず事前に亀岡市都市計画課に相談の

上、都市計画法の開発許可制度に係る協議や手続を進めること。 

イ 土地利活用に関する主な用途：定住やＵターンなどの移住促進のため、自己

用住宅又は非自己用住宅を建築すること。ただし、店舗、事務所等を建築する

場合は、住宅を併設すること。なお、閑静な住宅街であることから、工作機械

等、騒音や振動により周辺環境に影響を及ぼすものは設置できない。周辺地域

の生産環境、業務環境又は居住環境と調和した自己用住宅等の建築を購入者が

事業主として行うこととし、購入者自らが一切建築に着手することなく第三者

に譲渡することは固く禁ずる。概ね３年以内に住宅にて利用し、事業用地のみ

の利用は対象外とする。 

ウ 給水に関する条件：北側市道内には配水管（ＨＰＰＥφ５０ｍｍ）が布設さ

れている。当該地の北東部市道側にφ１３ｍｍの給水引込みがあり、開栓手続

により水道の使用が可能。別途給水装置工事（新設・改造・撤去）を行う場合

は、工事費及び申込み時に加入金や申請手数料が必要。土地利用の状況に応じ

て関係課と十分協議、調整を行うこと。 

エ 下排水に関する条件：北側市道側に公共汚水桝が２箇所設置されている。別

途公共汚水桝の新設、改修、撤去及び宅地内排水設備工事を行う場合は関係課

と十分協議、調整を行うこと。なお、当該地の受益者負担金は完納されてい

る。 

オ 都市計画法、建築基準法、建築基準法施行条例（京都府）、亀岡市宅地開発

等に関する条例など亀岡市の関係条例、その他全ての関係法令等を遵守すると

ともに、土地利用の状況に応じて関係機関、関係課等と十分協議、調整の上、

適切に処理すること。 

カ 本物件は契約締結時における現状有姿のまま売り渡す。ただし、北西角に設

置している亀岡市掲示板については、亀岡市で撤去する。 

キ 本物件は、土壌汚染、地下埋設物及び地盤に関する調査は行ってない。各調

査を実施する必要がある場合は、買受人の費用負担で行うこと。また、これら

に関して本物件の引渡し後に不測の損害が生じた場合でも、亀岡市は一切の責

任を負わない。 

ク 本物件は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する

法律」に基づく土砂災害警戒区域（土石流）に指定されている。 

ケ 本物件は、引渡しの日から２年間に限り民法第５６２条から第５６４条まで 
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に定める契約不適合責任を負う。 

コ 土地利用、工事等にあたり、近隣住民に対して誠意をもって対応することと

し、亀岡市は関与しない。なお、工事等に伴う騒音、振動、埃等及び新施設を

建設したことに起因する電波障害、風害、日影等の周辺への影響については、

購入者の責任において対応すること。 

サ 接道条件や敷地内の高低差などを含め、現地及び周辺環境の状況を購入者自

身で確認の上、入札参加すること。 

土地の用途制

限 

入札する物件は、売買契約書において次の用途制限が付される。 

ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がそ

の活動のために利用するなど公序良俗に反する用途に供しないこと。 

イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第 

１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業及び同条第４項から第１１項まで

に規定する風俗関連営業の用途に供しないこと。 

無効な入札 

次の入札は無効とする。 

ア 入札参加資格のない者がした入札 

イ 指定の時刻までに提出しなかった入札 

ウ 所定の入札書によらない入札 

エ 入札保証金を納付しない者又はその金額に不足のある者のした入札 

オ 入札者又はその代理人が同一の入札について、２枚以上の入札をした場合の

その全部の入札 

カ 入札者及びその代理人がそれぞれ入札した場合のその全部の入札 

キ 入札書の金額、氏名、印影又は重要な文字が識別できない入札 

ク 入札金額を訂正した入札 

ケ 入札に関し、不正な行為を行った者がした入札 

コ 指定の日時までに事前申込みをしなかった者がした入札 

落札者の決定

方法 

予定価格（最低売却価格）以上の額の入札のうち、最高額で入札した者を落札者

とする。同額の入札をした者が二人以上あるときは「くじ」による。 

入札保証金及

び契約保証金 

入札保証金（現金又は小切手）は入札額の５％以上、契約保証金は契約金額の 

１０％以上とする。 

その他 

入札に関する注意事項、契約に関する注意事項、物件情報等は「亀岡市公有地の

売却について（亀岡市保津町上火無２８番４２）：実施要領 【令和７年３月 

２１日入札実施】」で確認し、全て承知、承諾の上、入札参加すること。 

問い合わせ先 亀岡市会計管理室財産管理課 電話０７７１－２５－５１６０ 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第５号 

 

 京都府から南丹都市計画都市計画区域の整備、

開発及び保全の方針の変更に係る図書の写しの

送付を受けたので、都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第２１条第２項において準用す

る同法第２０条第２項の規定により、当該図書

の写しを公衆の縦覧に供する。 

 

   令和７年１月２２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種類 

南丹都市計画都市計画区域の整備、開発

及び保全の方針 

２ 縦覧場所 

   亀岡市安町野々神８番地 

   亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第６号 

 

 京都府から南丹都市計画区域区分の変更に係

る図書の写しの送付を受けたので、都市計画法

（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項

において準用する同法第２０条第２項の規定に

より、当該図書の写しを公衆の縦覧に供する。 

 

   令和７年１月２２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 種類 

南丹都市計画区域区分 

２ 縦覧場所 

   亀岡市安町野々神８番地 

   亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第７号 

 

 旧農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律

第６５号）第１８条第１項の規定により、農用

地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の

規定により公告し、その関係書類を次により縦

覧に供する。 

 

   令和７年１月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 令和７年１月２３日以後、常時備え置く

こととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第８号 

 

 亀岡市埋立てごみ中間処理事業について、公

募型プロポーザル方式により優先交渉権者の選

定を行うので、次のとおり公告する。 

 

   令和７年１月２４日 
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          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

亀岡市埋立てごみ中間処理業務 

⑵ 業務内容 

 収集した埋立てごみの中の物を次のとお

り分別し、適切に処理を行うもの。 

・資源化（売払いできるもの） 

・資源化（売払いできないもの） 

・可燃ごみとして焼却できるもの 

・埋立てごみとして処理するもの 

⑶ 業務場所 

 エコトピア亀岡（亀岡市東別院町大野法

華１番地） 

⑷ 業務期間 

 令和７年４月１日から令和１０年３月 

３１日まで（３年間） 

⑸ 見積限度額 

 ３９．６円／㎏ 

 （消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２ その他 

 詳細は、亀岡市埋立てごみ中間処理業務プ

ロポーザル実施要領による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第９号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   令和７年１月２７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市曽我部町穴太藤ノ木４１の３ 

（関連区域） 

 亀岡市曽我部町穴太鐘槻１の２、市有地 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

向日市森本町下森本２４の４３ 

谷口 翔平 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 
 

             檜 垣 伸 次 

             辻 村 修 二 

（各 通）
        則 松 沙耶歌 

             楠   善 夫 

             北 山 尚 美 

             桂   喜久子 

亀岡市情報公開・個人情報保護審議会委員に委

嘱します 

任期は令和８年１２月３１日までとします 

             浦 川 源二郎 

             右 近 潤 一 

（各 通）        山 田 智 久 

             塚 本 綏佳子 

             藤 村 かをる 

亀岡市情報公開・個人情報保護審査会委員に委

嘱します 

任期は令和８年１２月３１日までとします 

   令和７年１月１日 

 

             堤   元 博 

             永 田 真 帆 

             田 部 賴 子 

             山 内   昭 

             上 田 政 行 

（各 通）
        俣 野 和 俊 

             森   美 玲 

             高 澤 伸 江 

             伊 藤 亮 介 

             西 井 義 博 

             中 西 一 夫 

             八 木 雅 浩 

亀岡市環境審議会委員に委嘱します 

   令和７年１月２３日 
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監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第１号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定による監査

を亀岡市監査基準に準拠して実施し、同条第１２項の規定に基づき監査の結果に関する報告を決定

しましたので、同条第９項の規定により、次のとおり公表する。 

 

   令和７年１月３１日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 齊藤一義 

 

１ 監査の種類 

令和６年度定期監査及び行政監査 

 

２ 監査の対象 

監査対象課等に係る令和６年度の事務の執行及び財務に関する事務の執行について 

 

３ 監査の着眼点 

市の事務の執行及び財務に関する事務の執行が適正かつ効率的に行われているか。 

 

４ 監査の主な実施内容 

監査の対象について、関係諸帳簿、証拠書類等を調査し、併せて関係各課長等への聴取を行っ

た。 

 

５ 監査の実施場所及び日程 

⑴ 監査の実施場所 

監査委員室 

⑵ 監査日程 

対象課等 監査期間 ヒアリング実施日 

〇政策企画部 

企画調整課 

財政課 

情報政策課 

令和６年９月１３日から 

令和７年１月３１日まで 
令和６年１０月１１日 
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〇市長公室 

秘書課 

 広報プロモーション課 

人事課 

ふるさと納税課 

〇こども未来部 

子育て支援課 

こども家庭課 

保育課 

〇産業観光部 

 商工観光課 

農林振興課 

農地整備課 

〇農業委員会事務局 

令和６年１０月２２日から 

令和７年１月３１日まで 

令和６年１１月１３日 

令和６年１１月１４日 

令和６年１１月１５日 

 

６ 監査委員の除斥 

産業観光部農地整備課の監査は、地方自治法第１９９条の２の規定により、齊藤一義監査委員

を除斥して行った。 

 

７ 監査の結果 

監査の結果は、次の事項を除いて概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において、口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務

処理に留意されたい。 

⑴ 政策企画部 

以下の各課に係る令和６年８月末現在における財務に関する事務の執行等について、抽出し

て監査を行った。 

概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

ア 企画調整課 

(ｱ) 亀岡市婚活支援事業補助金について、実績報告書の提出が遅れていた。 

亀岡市婚活支援事業補助金交付要綱には、申請者は、事業が完了した日から起算して 

３０日経過する日までに、実績報告書を提出しなければならないと定められている。 

規定に基づき適正な事務処理をされたい。 

イ 財政課 

特に指摘する事項はなかった。 

ウ 情報政策課 

特に指摘する事項はなかった。 
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⑵ 市長公室 

以下の各課に係る令和６年９月末現在に

おける財務に関する事務の執行等について、

抽出して監査を行った。 

概ね適正に処理されていた。 

ア 秘書課 

特に指摘する事項はなかった。 

イ 広報プロモーション課 

特に指摘する事項はなかった。 

ウ 人事課 

特に指摘する事項はなかった。 

エ ふるさと納税課 

特に指摘する事項はなかった。 

⑶ こども未来部 

以下の各課に係る令和６年９月末現在に

おける財務に関する事務の執行等について、

抽出して監査を行った。 

概ね適正に処理されていたが、一部に次

のような事項が見受けられたので、適正な

事務処理をされたい。 

ア 子育て支援課 

特に指摘する事項はなかった。 

イ こども家庭課 

特に指摘する事項はなかった。 

ウ 保育課 

(ｱ) 延長保育料について、歳入の調定が

行われていなかった。 

地方自治法施行令には、歳入の調定

は、当該歳入について、所属年度、歳

入科目、納入すべき金額、納入義務者

等を誤っていないかどうかその他法令

又は契約に違反する事実がないかどう

かを調査してこれをしなければならな

いと定められている。 

規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

⑷ 産業観光部 

以下の各課に係る令和６年９月末現在に

おける財務に関する事務の執行等について、

抽出して監査を行った。 

概ね適正に処理されていたが、一部に次

のような事項が見受けられたので、適正な

事務処理をされたい。 

ア 商工観光課 

(ｱ) 市有地占用料の納入通知書について、

納期限に誤りがあった。 

亀岡市財務規則には、会計年度単位

で定めた収入金の納期限は、その年度

の４月末日と定められている。 

規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

(ｲ) 川の駅・亀岡水辺公園の指定管理に

ついて、月次報告書で報告する事項の

一部が受注者から書面で報告されてい

なかった。 

指定管理仕様書には、月次報告書と

して、視察等の対応件数及び内容が明

らかになる書類を作成し、提出するこ

とと定められている。 

仕様書に基づき適正な事務処理をさ

れたい。 

(ｳ) 川の駅・亀岡水辺公園の指定管理に

ついて、受注者が実際に運用している

利用料金（冷暖房設備使用時の加算

額）の承認願が提出されていなかった。 

基本協定書には、利用料金の額を変

更しようとするときには、額を変更し

ようとする日の２月前までに、亀岡市

の承認を得なければならないと定めら

れている。 

協定書に基づき適正な事務処理をさ

れたい。 

イ 農林振興課 

(ｱ) 農業振興事業収入の納入通知書につ

いて、納期限に誤りがあった。 

亀岡市財務規則には、納入通知書を
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発する日から１４日以内の日と定めら

れている。 

規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

ウ 農地整備課 

(ｱ) 奥書証明手数料の納入通知書につい

て、納期限に誤りがあった。 

亀岡市手数料徴収条例には、手数料

は、手数料を徴収する事項についての

申請、交付又は閲覧の際に、申請者か

らこれを徴収すると定められている。 

規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

⑸ 農業委員会事務局 

令和６年９月末現在における財務に関す

る事務の執行等について、抽出して監査を

行った。 

概ね適正に処理されていたが、一部に次

のような事項が見受けられたので、適正な

事務処理をされたい。 

(ｱ) 耕作等証明手数料について、一部の歳

入の調定に誤りがあった。 

地方自治法施行令には、歳入の調定は、

当該歳入について、所属年度、歳入科目、

納入すべき金額、納入義務者等を誤って

いないかどうかその他法令又は契約に違

反する事実がないかどうかを調査してこ

れをしなければならないと定められてい

る。 

規定に基づき適正な事務処理をされた

い。 

(ｲ) タブレット端末契約について、農業委

員会会長名で契約が締結されていた。 

亀岡市財務規則には、契約権者は市長

又はその委任を受けて契約を締結する者

をいうと定められているが、市長の権限

に属する事務の一部を亀岡市農業委員会

に委任する規則では、契約権については

委任されていない。 

規定に基づき適正な事務処理をされた

い。 

 

８ 意見 

以上が、政策企画部等における令和６年度

の財務に関する事務の執行等について監査し

た結果である。 

なお、今回の監査で見受けられた以下の点

については、今後の事務処理において留意さ

れたい。 

歳入の調定において、事前に調定すべきも

のが行われていなかったほか、納入の通知に

おいて、納入通知書で納期限の記載を誤って

いた。 

これらのことは、過去の定期監査において

も指摘しているが、該当した所属だけでなく、

全庁的に改善されるよう取り組まれたい。 

さらに、財務に関する事務の執行において

は、根拠法令等に基づく事務処理が求められ

ることから、全ての所属において事務処理の

基本を再認識するとともに、ダブルチェック

を徹底し、適正な調定及び納入通知の徹底に

努められたい。 

また、公の施設の指定管理においては、基

本協定書及び施設管理業務仕様書に定める事

項が行われていない事例が見受けられた。 

今後は、指定管理業務の基本となる協定書

及び仕様書に定める事項が確実に履行される

よう、受注者との意思疎通を図ることはもと

より、常に連絡調整を行いながら、適正で円

滑な施設の管理運営が行われるように期待す

るものである。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市監査公表第２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

１９９条第７項の規定による監査を亀岡市監査

基準に準拠して実施し、同条第１２項の規定に

基づき監査の結果に関する報告を決定したので、

同条第９項の規定により次のとおり公表する。 

 

   令和７年１月３１日 

 

       亀岡市監査委員 関本孝一 

       亀岡市監査委員 齊藤一義 

 

財政援助団体等監査の結果に関す

る報告 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

１９９条第７項の規定による監査を亀岡市監査

基準に準拠して実施し、同条第１２項の規定に

基づき監査の結果に関する報告を決定しました

ので、同条第９項の規定により次のとおり提出

します。 

 

記 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の種類 

令和６年度財政援助団体等監査 

 

２ 監査の対象年度 

令和５年度 

 

３ 監査の対象 

⑴ 公益財団法人亀岡市福祉事業団、公益

財団法人亀岡市農業公社、亀岡商工会議

所及び公益社団法人亀岡市シルバー人材

センターの財政的援助等に係る出納その

他の事務の執行について 

⑵ 健康福祉部地域福祉課、産業観光部農

林振興課、産業観光部商工観光課及び健

康福祉部高齢福祉課の財政的援助等に係

る事務の執行について 

 

４ 監査の着眼点 

⑴ 財政援助団体 

亀岡市が補助金等の財政的援助を行っ

ている団体について、財政的援助に係る

出納その他の事務の執行が適正に行われ

ているか。 

⑵ 公の施設の指定管理者 

亀岡市が公の施設の管理を行わせてい

る団体について、公の施設の管理に係る

出納その他の事務の執行が適正に行われ

ているか。 

 

５ 監査の主な実施内容 

令和５年度に亀岡市から監査対象団体へ

交付された補助金等の中から抽出して監査

を行った。 

監査対象団体及び所管課から提出された

資料及び提示のあった出納関係帳票その他

関係書類に基づき、関係職員から事務の執

行状況を聴取し、監査を実施した。 

 

６ 監査の実施場所及び日程 

⑴ 監査の実施場所 

監査委員室及び監査対象団体会議室等 
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⑵ 監査日程 

団体名 監査期間 ヒアリング実施日 

公益財団法人 

亀岡市福祉事業団 

令和６年９月１３日から 

令和７年１月３１日まで 

令和６年１０月７日 

公益財団法人 

亀岡市農業公社 
令和６年１０月１１日 

亀岡商工会議所 

令和６年１０月１５日 
公益社団法人亀岡市 

シルバー人材センター 

 

７ 監査委員の除斥 

亀岡商工会議所の監査は、地方自治法第１９９条の２の規定により、関本孝一監査委員を除

斥して行った。 

 

第２ 監査の結果 

１ 公益財団法人亀岡市福祉事業団の概要及び結果 

⑴ 団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

公益財団法人亀岡市福祉事業団（以下、「福祉事業団」という。）は、障がい者、高齢

者、勤労女性、勤労青少年及び地域住民の職業生活・教養の向上、健康の増進、就労支援、

社会参加・交流・余暇活動の促進、連帯感の醸成等に関する事業を行うことにより、市民

福祉の増進に寄与することを目的として活動している。 

これらの目的を達成するため、主に次の事業を行っている。 

(ｱ) 障がい者、高齢者、勤労女性、勤労青少年及び地域住民の職業生活・教養の向上、健

康の増進、就労支援、社会参加・交流の促進等に関する各種講座やセミナー、相談等の

事業 

(ｲ) 障がい者、高齢者、勤労女性、勤労青少年及び地域住民の主体的な福祉活動の促進に

関する指導・助言事業 

(ｳ) 亀岡市総合福祉センター管理運営に関する事業 

(ｴ) その他、福祉事業団の目的を達成するために必要な事業 

イ 組織（令和６年３月３１日現在） 

(ｱ) 役 員  理事       ６人 

      （うち理事長１人、常務理事１人） 

       監事       ２人 

       評議員      ６人 

(ｲ) 事務局  館長       １人（常務理事・課長兼務） 

       主幹       １人 
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       主査       １人 

       主事       ２人 

       再雇用職員    ２人 

       アルバイト職員 ２４人 

⑵ 補助金の概要 

令和５年度に亀岡市から福祉事業団へ交付された補助金総額は16,877,537円で、うち監査

対象とした補助金は次のとおりである。 

                               （単位：円） 

補助金名称 補助金額 補助内容 

公益財団法人 

亀岡市福祉事業団活動補助金 
16,877,537 

福祉事業団が総合福祉センター

の設置目的達成に向けて行う活

動経費に対する補助 

 

⑶ 指定管理料の概要 

令和５年度に亀岡市から福祉事業団へ支払われた亀岡市総合福祉センターに係る指定管理

料は21,799,000円である。 

その内訳は、人件費（職員給与等）、事務費（委託費、光熱水費、修繕費等）となってい

る。 

⑷ 監査の結果 

ア 福祉事業団に対する監査の結果 

監査の結果は、次の事項を除いて概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

(ｱ) 補助金及び指定管理料に係る出納その他の事務について、次のような事例が見受けら

れた。 

ａ 職員の時間外勤務手当及び休日勤務手当の時間単価の計算に誤りがあった。 

公益財団法人亀岡市福祉事業団給与規程（以下、「福祉事業団給与規程」とい

う。）には、給与の額及び支給方法については、亀岡市一般職員の給与に関する条例

（以下、「亀岡市一般職員給与条例」という。）の例に準ずるものとすると定められ

ている。 

規定に基づき、適正な事務処理をされたい。 

ｂ 再雇用職員の勤務時間並びに給料及び時間外勤務手当の時間単価の計算に誤りが 

あった。 

再雇用職員の雇用伺書を確認したところ、２名の再雇用職員に対し、週３７時間 

４５分の勤務で雇用する旨の人事異動通知書を交付していた。その結果、給料及び時

間外勤務手当の時間単価についても、誤った単価をもとに計算し支給していた。 

公益財団法人亀岡市福祉事業団再雇用規程（以下、「福祉事業団再雇用規程」とい

う。）には、勤務時間は、休憩時間を除き、１週間あたり１５時間３０分から３１時
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間の範囲内で別に定めると定められている。また、福祉事業団再雇用規程において、

給料は、亀岡市一般職員給与条例に規定する定年前再任用短時間勤務職員の例に準じ、

理事長が別に定めると定められており、時間外勤務手当の算出方法は、常勤職員の例

に準じると定められている。 

規定に基づき、適正な事務処理をするとともに、必要に応じて福祉事業団再雇用規

程及び関連する諸規程等の見直しを検討されたい。 

イ 健康福祉部地域福祉課に対する監査の結果 

監査の結果は、次の事項を除いて概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

(ｱ) 補助金及び指定管理料に係る出納その他の事務について、次のような事例が見受けら

れた。 

ａ 職員の時間外勤務手当及び休日勤務手当の時間単価の計算に誤りがあった。 

福祉事業団給与規程に基づき、適正な事務処理を行うよう改善指示されたい。 

ｂ 再雇用職員の勤務時間並びに給料及び時間外勤務手当の時間単価の計算に誤りが 

あった。 

福祉事業団再雇用規程に基づき、適正な事務処理を行うよう指導するとともに、関

係書類についても十分精査されたい。また、再雇用職員の勤務実態に即して福祉事業

団再雇用規程及び関連する諸規程等の見直しについて検討するよう改善指示されたい。 

ｃ 亀岡市福祉事業団から提出された目的外使用許可申請について、許可の手続きが取

られていなかった。 

亀岡市総合福祉センターの管理運営に関する基本協定書には、受注者は、利用者の

利便性向上のため、自動販売機を設置するなど、亀岡市総合福祉センター条例で定め

ている業務以外に使用する場合は、あらかじめ発注者の許可を得なければならないと

定められている。 

規定に基づき適正な事務が行われるよう改善されたい。 

 

２ 公益財団法人亀岡市農業公社の概要及び結果 

⑴ 団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

公益財団法人亀岡市農業公社（以下、「農業公社」という。）は、急速な都市化混住化

の進行により、畜産経営における家畜排せつ物に起因する環境汚染が問題となっているた

め、広域的な利用が可能な家畜排せつ物処理基幹施設（堆肥製造施設）を建設することに

より、畜産経営に係る環境問題を解決し、安定した経営基盤の確立を図るとともに、施設

で製造された良質の完熟堆肥の施用による土づくり対策を通じて、亀岡市における有機農

業の確立と環境保全型農業を推進すること、多様な担い手の意欲を大切にした新規就農者

を支援することなどを目的として活動している。 

これらの目的を達成するために、主に次の事業を行っている。 
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(ｱ) 堆肥事業 

ａ 畜産堆肥の製造に関する業務 

ｂ 堆肥散布作業の受託に関する業務 

ｃ 亀岡市土づくりセンターの施設及び付帯設備の維持管理に関する業務 

ｄ その他堆肥事業に必要な業務 

(ｲ) 農業公園事業 

ａ 体験農園等に関する業務 

ｂ 農業公園の管理に関する業務 

ｃ その他農業推進事業に必要な業務 

(ｳ) リサイクル事業 

ａ 動植物性残さの受入れ及び堆肥化に関する業務 

ｂ その他リサイクル事業に必要な業務 

ｃ その他農業公社の目的を達成するために必要な業務 

イ 組織（令和６年３月３１日現在） 

(ｱ) 役 員  理事   ８人 

      （うち理事長１人、副理事長１人、常務理事１人） 

       監事   ２人 

       評議員  ６人 

(ｲ) 事務局  事務局長 １人（常務理事兼務） 

       事務職員 １人 

       作業員  １人 

       臨時職員 ３人 

⑵ 補助金の概要 

令和５年度に亀岡市から農業公社へ交付された補助金総額は1,200,000円で、うち監査対

象とした補助金は次のとおりである。 

                                （単位：円） 

補助金名称 補助金額 補助内容 

亀岡市農業振興助成金（安

全・安心のエコ農業推進助成

金（本市推奨優良畜産堆肥支

援）） 

1,200,000 

優良畜産堆肥（さくら有機）を製

造販売する組織を対象に、さくら

有機の販売に対して、４０リット

ル袋詰め１袋につき１００円を助

成する。 

 

⑶ 指定管理料の概要 

令和５年度に亀岡市から農業公社へ支払われた指定管理料は総額で10,100,000円であり、

その内訳は以下のとおりである。 
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                                （単位：円） 

指定管理施設 指定管理料 内訳 

亀岡市農業公園 5,100,000 
人件費（職員給与等）、事務費

（委託費、光熱水費、修繕費等） 

亀岡市土づくりセンター 5,000,000 業務用の機材に係る減価償却費 

 

⑷ 監査の結果 

ア 農業公社に対する監査の結果 

監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

イ 産業観光部農林振興課に対する監査の結果 

監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

 

３ 亀岡商工会議所の概要及び結果 

⑴ 団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

亀岡商工会議所（以下、「商工会議所」という。）は、地区内における商工業者の共同

社会を基盤とし、商工業の総合的な改善発達を図るとともに、社会一般の福祉の増進に資

することを目的として、幅広い活動を行っている。また、我が国商工業の発展に寄与する

ことを目的としている。 

これらの目的を達成するために、主に次の事業を行っている。 

(ｱ) 商工会議所としての意見を公表し、これを国会・行政庁等に具申し、又は建議する 

(ｲ) 行政庁等の諮問に応じて答申する 

(ｳ) 商工業に関する調査研究を行う 

(ｴ) 商工業に関する情報及び資料の収集又は刊行を行う 

(ｵ) 商品の品質又は数量、商工業者の事業の内容、その他商工業に係る事項に関する証

明・鑑定又は検査を行う 

(ｶ) 輸出品の原産地証明を行う 

(ｷ) 商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用する 

(ｸ) 商工業に関する講演会又は講習会を開催する 

(ｹ) 商工業に関する技術及び技能の普及又は検定を行う 

(ｺ) 博覧会、見本市等を開催し、又はこれらの開催のあっせんを行う 

(ｻ) 商事取引に関する仲介又はあっせんを行う 

(ｼ) 商事取引の紛争に関するあっせん・調停又は仲裁を行う 
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(ｽ) 商工業に関して、相談に応じ、又は指導を行う 

(ｾ) 商工業に関する産業公害についての調査研究又は相談に応ずる 

(ｿ) 商工業に関して、商工業者の信用調査を行う 

(ﾀ) 商工業に関して、観光事業の改善発達を図る 

(ﾁ) 社会一般の福祉の増進に資する事業を行う 

(ﾂ) 行政庁から委託を受けた事務を行う 

(ﾃ) その他、商工会議所の目的を達成するために必要な事業を行う 

イ 組織（令和６年３月３１日現在） 

(ｱ) 役 員  会頭       １人（非常勤） 

       副会頭      ４人（非常勤） 

       専務理事     １人 

       常議員     ２６人（非常勤） 

       監事       ３人（非常勤） 

(ｲ) 事務局  事務局次長    １人（特別経営指導員） 

       事務局次長兼課長 １人（経営支援員） 

       中小企業相談所長 １人（経営支援員） 

       課長補佐     １人（経営支援員） 

       一般職員     ４人（うち経営支援員３人） 

       パート職員    ３人 

⑵ 補助金の概要 

令和５年度に亀岡市から商工会議所へ交付された補助金総額は25,430,000円で、うち監査

対象とした補助金は次のとおりである。 

                                （単位：円） 

補助金名称 補助金額 補助内容 

亀岡市商工業振興普及事業補

助金 

（亀岡商工会議所事業活動） 

14,000,000 
商工会議所が商工業振興普及事業

を行うために要する経費の補助 

 

⑶ 監査の結果 

ア 商工会議所に対する監査の結果 

監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

イ 産業観光部商工観光課に対する監査の結果 

監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 
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４ 公益社団法人亀岡市シルバー人材センターの概要及び結果 

⑴ 団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

公益社団法人亀岡市シルバー人材センター（以下、「シルバー人材センター」とい

う。）は、定年退職者等の高年齢者（以下、「高齢者」という。）の希望に応じた臨時的

かつ短期的な就業又はその他の軽易な業務に係る就業機会の確保及び提供により、その就

業を援助して、高齢者の生きがいの充実、社会参加の推進を図ることにより、高齢者の能

力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与することを目的として活動している。 

これらの目的を達成するために、主に次の事業を行っている。 

(ｱ) 就業機会の開拓提供事業 

(ｲ) 人材派遣事業 

(ｳ) 有料職業紹介事業 

(ｴ) 生きがい対策事業 

(ｵ) 地域貢献事業 

イ 組織（令和６年３月３１日現在） 

(ｱ) 役 員  理事     １０人 

      （うち理事長１人、専務理事１人） 

       監事      ２人 

(ｲ) 事務局  事務局長    １人（専務理事兼務） 

       嘱託職員    ４人 

       アルバイト職員 １人 

⑵ 補助金の概要 

令和５年度に亀岡市からシルバー人材センターへ交付された補助金総額は4,853,000円で、

うち監査対象とした補助金は次のとおりである。 

                                （単位：円） 

補助金名称 補助金額 補助内容 

公益社団法人亀岡市シルバー

人材センター運営補助金 
4,853,000 

シルバー人材センターに係る人件

費及び運営費に対する補助 

 

⑶ 監査の結果 

ア シルバー人材センターに対する監査の結果 

監査の結果は、次の事項を除いて概ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

(ｱ) 補助金に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 嘱託職員の報酬及び諸手当を支給するにあたり、規程の定めが不十分であったため、

適正な支給と判断できないものがあった。 
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嘱託職員の報酬及び諸手当の支

給は、公益社団法人亀岡市シル 

バー人材センター嘱託職員及び事

務補助員の採用等に関する規程

（以下、「シルバー人材センター

嘱託職員及び事務補助員の採用等

に関する規程」という。）に定め

られている。また、この規程の中

で報酬及び諸手当それぞれの額は、

公益社団法人亀岡市シルバー人材

センター職員給与規程（以下、

「シルバー人材センター職員給与

規程」という。）に準ずると定め

られている。 

両方の規程に不備が認められた

ので、規程を見直し適正な支給を

行われたい。 

ｂ 補助金実績報告書について、実

績報告書文中に「亀岡市補助金等

交付要領第７条の規定により」と

記載されていた。 

亀岡市シルバー人材センター運

営補助金交付要領では「亀岡市シ

ルバー人材センター運営補助金交

付要領第７条の規定により」と定

められている。 

決裁等の過程において十分な確

認をされたい。 

イ 健康福祉部高齢福祉課に対する監査

の結果 

監査の結果は、次の事項を除いて概

ね適正であると認められた。 

なお、監査執行の過程において口頭

により指導を行った軽易な事項につい

ては、今後の事務処理において留意さ

れたい。 

(ｱ) 補助金に係る出納、その他の事務

について、次のような事例が見受け

られた。 

ａ 嘱託職員の報酬及び諸手当を支

給するにあたり、規程の定めが不

十分であったため、適正な支給と

判断できないものがあった。 

嘱託職員の報酬及び諸手当の支

給は、シルバー人材センター嘱託

職員及び事務補助員の採用等に関

する規程に定められている。また、

この規程の中で報酬及び諸手当そ

れぞれの額は、シルバー人材セン

ター職員給与規程に準ずると定め

られている。 

両方の規程に不備が認められた

ので、規程を見直し適正な支給が

行われるよう改善指示されたい。 

ｂ 補助金実績報告書について、実

績報告書文中に「亀岡市補助金等

交付要領第７条の規定により」と

記載されていた。 

亀岡市シルバー人材センター運

営補助金交付要領では「亀岡市シ

ルバー人材センター運営補助金交

付要領第７条の規定により」と定

められている。 

決裁等の過程において十分な確

認をされたい。 

ｃ 補助金実績報告書について、補

助対象の人件費及び運営費の記載

はあるが、適正に執行されている

か確認できなかった。 

補助金実績報告書において、補

助金がどのような経費に使用され

たかを確認した上で、補助金の確

定処理を行うよう改善されたい。 
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教育委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市教育委員会告示第１号 

 

 亀岡市立学校通話録音装置の設置及び運用に

関する要綱を次のように定める。 

 

   令和７年１月１４日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 神先宏彰 

 

亀岡市立学校通話録音装置の設置

及び運用に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、公正かつ適正な職務の執

行を確保し、教職員への不当な圧力の排除及

び犯罪を防止することを目的として学校に設

置する通話録音装置及び通話録音データの適

正な管理及び運用に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 教職員 学校に勤務する府費負担教職員

をいう。 

⑵ 学校 亀岡市立の小学校、中学校及び義

務教育学校をいう。 

⑶ 通話録音装置 電話機での通話内容を録

音し、又は記録する装置をいう。 

⑷ 通話録音データ 通話録音装置により録

音し、又は記録された音声等をいう。 

⑸ 電磁的記録媒体 電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録を保存する

ための媒体をいう。 

（管理責任者等の設置） 

第３条 通話録音装置の適正な管理及び運用を

図るため、通話録音装置管理責任者（以下

「管理責任者」という。）を置くものとし、

通話録音装置が設置されている学校の長を 

もって充てる。 

２ 管理責任者に事故があるとき又は管理責任

者が欠けたときは、管理責任者があらかじめ

指名する者がその職務を代行する。 

３ 管理責任者は、通話録音装置の適正な管理

及び運用に関する事務を行うに当たり必要が

あると認めるときは、通話録音装置管理取扱

者（以下「管理取扱者」という。）を置くこ

とができる。 

４ 管理責任者及び管理取扱者は、通話録音 

データの漏えい、滅失又は毀損の防止その他

当該通話録音データの適正な管理のために必

要な措置を講じなければならない。 

（教職員の責務） 

第４条 職務上、通話録音装置により情報を知

り得る教職員は、この要綱の規定を遵守し、

通話録音装置及び通話録音データの適正な運

用に努めなければならない。 

２ 教職員は、通話録音装置により知り得た情

報を第三者に知らせ、又は職務以外の目的に

使用してはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

（通話録音装置の設置等の公表） 

第５条 通話録音装置を設置したときは、その

設置及び利用目的について、市のホームペー

ジ等により公表するものとする。 

（通話録音データの保存） 

第６条 通話録音データの保存期間は、当該 

データを保存する電磁的記録媒体の記録容量

の範囲で当該機器により自動更新されるまで
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とする。ただし、管理責任者が必要と認める

場合は、この限りでない。 

２ 通話録音データは、記録したときの状態で

保存し、編集及び加工をしてはならない。 

（通話録音データの提供等） 

第７条 通話録音データは、次の各号のいずれ

かに該当する場合を除き、複製し、又は外部

に提供してはならない。 

⑴ 個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号。以下「法」という。）第

６９条第２項各号のいずれかに該当すると

教育委員会が認める場合 

⑵ 前号に掲げる場合のほか、教育委員会が

特に必要と認める場合 

２ 前項各号のいずれかに該当し、通話録音 

データ又は複製データ（以下「通話録音デー

タ等」という。）の提供を希望する者（以下

「申請者」という。）は、亀岡市立学校通話

録音データ等提供申請書（別記第１号様式）

を教育委員会に提出しなければならない。 

３ 教育委員会は、前項の申請があったときは、

提供の可否を決定し、亀岡市立学校通話録音

データ等提供決定通知書（別記第２号様式）

又は亀岡市立学校通話録音データ等不提供決

定通知書（別記第３号様式）により、申請者

に通知するものとする。 

４ 教育委員会は、第１項の規定による通話録

音データ等の提供に当たっては、必要かつ適

切な範囲に限ることとし、当該提供を受ける

者に対し、次に掲げる事項について遵守を求

めるものとする。 

⑴ 通話録音データ等を適正に管理すること。 

⑵ 提供を受けた目的以外の目的での利用及

び第三者への無断提供をしないこと。 

⑶ 提供を求めた目的を達成したとき、又は

当該目的が達成されないことが判明したと

きは、速やかに当該通話録音データ等を返

却又は消去若しくは破砕すること。 

５ 教育委員会は、第１項の規定により通話録

音データ等を提供したときは、提供年月日、

提供先、提供理由、提供した通話録音データ

等の記録日時及び内容等必要事項を亀岡市立

学校通話録音データ等提供記録簿（別記第４

号様式）に記録するものとする。 

（個人情報の取扱い） 

第８条 通話録音データに含まれる個人情報の

取扱いについては、この要綱に定めるものの

ほか、法、亀岡市個人情報保護法施行条例

（令和４年亀岡市条例第２６号）及び亀岡市

個人情報保護法施行細則（令和５年亀岡市規

則第９号）の規定によるものとする。 

（苦情の処理） 

第９条 管理責任者は、通話録音装置の設置及

び運用に関する苦情があったときは、迅速か

つ適切に対応するものとする。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、通話

録音装置の設置及び運用に関し必要な事項は、

教育委員会が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

【別記様式 省略】 
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農業委員会欄 
 

公 告 
 

 亀岡市農業委員会公告第１号 

 

 令和７年１月定例総会を下記のとおり公告す

る。 

 

   令和７年１月６日 

 

          亀岡市農業委員会 

            会長 神﨑 弥 

 

記 

 

１ 日 時 

   令和７年１月９日（木） 

   午後１時３０分から 

２ 場 所 

   亀岡市役所 ３０２・３０３会議室 

３ 議 題 

・第１号議案 農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第２号議案 農地法第５条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第３号議案 非農地証明交付について 

・第４号議案 令和７年２月農用地利用集積

計画（農地中間管理機構・利

用権設定） 

・報告第１号 農地法第５条の規定による届

出の受理について 

・報告第２号 農地の形状変更の届出につい

て 
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